
▼︎�受験者数等推移

鳥取県
F i l e  N o. 02

▼︎�2021年度　問題行動調査でのいじめの認知件数と
不登校児童・生徒数

小学校 中学校 高等学校

いじめ（件） 1,363 377 38
不登校（人） 400 653 283

求める教員像

児童生徒に対する深い理解と教育的愛情のある教師
教科等に関する専門的な知識・技能と実践的な指導力を持つ教師
課題解決に向けた柔軟な発想と対応能力を持つ教師
組織の構成員としての自覚と協調性のある教師
社会人としての豊かな教養，優れた人権意識を持つ教師

出願期間
公開日　2023年3月27日（月）
電子申請　2023年3月27日（月）12：00～4月20日（木）17：00

試験日程

1次試験
　試験日　2023年6月11日（日）　　合格発表日　2023年7月14日（金）
2次試験
　試験日　2023年8月4日（金）～12日（土）の指定した1日又は2日
　合格発表日　2023年9月15日（金）

年齢制限 1964年4月2日以降に生まれた者

募集教科
［小］　［中］国語，社会，数学，理科，音楽，美術，保健体育，技術，家庭，英語　［高］国語，地理歴史（世界史，
日本史，地理），数学，理科（物理・地学，化学，生物），保健体育，芸術（音楽，美術，書道），英語，家庭，農業，
工業（機械，電気・電子，建築・土木），商業，水産（食品），情報　［特］　［養］

特記事項

■特別選考　●障がいのある者を対象とした選考　障がいの程度によっては，一部の試験項目の振替又は免除
を行う。●スポーツ・芸術の分野に秀でた者を対象とした選考　［中・高］志願者で，スポーツ・芸術の分野で規
定の実績を有する者を対象とし，［中］保健体育，音楽，美術［高］保健体育，芸術（音楽，美術，書道）志願者のみ，
1次の全てと2次の専門（技能・実技）を免除。●現職教諭を対象とした選考　他都道府県の公立又は国立学校
に教諭等として正式に採用され，2024年3月31日現在で2年以上従事している現職の者は，1次の全てと2次
の専門（技能・実技）を免除。●県内公立学校の講師等を対象とした選考　前年度の1次に合格し，かつ県内公立
学校で2021年4月1日以降出願時までに24月以上，講師等として任用された者は，1次の全てと2次の専門（技
能・実技）を免除。●英語力に優れた者を対象とした小学校教諭選考　［小］志願者で，英検準1級程度以上の資
格を有する者は，1次の全てと2次の技能・実技を免除。●普通免許状を有しない社会人実務経験者を対象とし
た選考　［中］技術，家庭［高］家庭，農業，工業（機械，電気・電子，建築・土木），商業，水産（食品）志願者で，普
通免許状を有していないが，高度な専門的知識・技能を有し，直近15年間のうち7年以上の社会人実務経験を
有する者を対象とする。試験項目の免除はない。

面　積 3,507 ㎢
人　口 536,556人
県の花 二十世紀梨の花
県の木 ダイセンキャラボク
県の鳥 オシドリ

受験者数 採用予定者数
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2024年度（2023年実施） 筆記試験DATA

　鳥取県では，全校種で〈教職教養〉のみの出題と

なっている。

　まず，小学校教諭における出題傾向である。今年

度は，昨年に続いて3問出題され，出題分野は学習指

導要領，教育時事，教育法規であった。学習指導要

領では総則が頻出であり，今年度は「第5 学校運営

上の留意事項」から「1 教育課程の改善と学校評価

等」に関する問題が出題された。具体的には，学校

評価や学校安全計画，いじめの防止といった語句の

理解が問われた。また，外国語活動の「第1 目標」の

理解を問う問題等もみられた。教育時事では，他の自

治体でも頻出の「『令和の日本型学校教育』の構築を

目指して（答申）」（2021年）から「第I部 総論　1．

急激に変化する時代の中で育むべき資質・能力」に

関する問題が出題された。教育法規では，学校教育

法第81条から特別支援学級の対象となる児童生徒と

教育の実施形態の理解を問う問題が出題された。

　次に，中・高校教諭における出題傾向である。学

習指導要領では各教科の目標や内容に関する問題が

出題された。教育時事では，「『令和の日本型学校教

育』の構築を目指して（答申）」（2021年）から，「第

I部 総論　3．2020年代を通じて実現すべき『令和の

日本型学校教育』の姿」に関する問題がみられた。

教育法規では，地方公務員法の服務規定，具体的に

は第30条（服務の根本基準），第32条（法令等及び

上司の職務上の命令に従う義務），第33条（信用失墜

行為の禁止），第34条（秘密を守る義務），第35条

（職務に専念する義務），第36条（政治的行為の制限）

について，誤っているものを回答させる問題が出題さ

れた。

　そして特別支援学校教諭と養護教諭における出題

傾向である。学習指導要領について，特別支援学校

教諭では特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

の総則や特別活動に関する問題が，養護教諭では体

育や保健体育に関する問題が，それぞれみられた。

教育時事と教育法規では，小学校教諭と同一の問題

が出題された。

▶小学校で頻出の学習指導要領総則
▶幅広い領域から出題の教育法規
▶�教育時事からの出題も

教育法規
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